2016年8月6日～8日
安倍首相 　「自民草案で国民投票考えず」
毎日新聞2016年8月6日　20時06分（最終更新　8月6日　21時44分）
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平和記念式典であいさつする安倍晋三首相＝広島市中区の平和記念公園で２０１６年８月６日午前８時３３分、久保玲撮影
　安倍晋三首相は６日、広島市での平和記念式典出席後に記者会見し、自民党が野党時代にまとめた憲法改正草案について「そのまま案として国民投票に付されることは全く考えていない」と述べ、他党との協議で改憲項目が絞り込まれるとの認識を示した。首相は「まず（衆参両院の）憲法審査会という静かな環境で真剣に議論する中で、どの条文をどう改正するかが収れんしていく」とも述べた。 
　また、首相は「核兵器のない世界に向け努力を積み重ねる。我が国が核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない」と強調した。 
　公明党の山口那津男代表も６日の広島市内での会見で改憲について丁寧に議論する考えを示した。山口氏は「国政選挙が重なり世代交代が進んだ。党内でもゼロからのスタートのつもりで議論していく」と話した。改憲項目については「逐条的に一つ一つ基礎から議論し、（新たな条項を加える）『加憲』にふさわしいテーマがどこにあるか、じっくりと議論を進める姿勢が大事だ」と述べた。【松井豊、高橋克哉】 
憲法論議「じっくり」＝山口公明代表
　公明党の山口那津男代表は６日午前、広島市で記者会見し、憲法改正の党内論議について「じっくりと議論を進める姿勢が大事だ」と述べ、時間をかけて進める方針を強調した。
　山口氏は「この数年、国政選挙が重なって世代交代が相当進んだ。党の中でもゼロからのスタートというつもりで議論をしていこうと思っている」と説明。逐条的に議論を進める考えも示した。議論の開始時期については「党の皆さんと相談しながら今後検討したい」と語った。　（2016/08/06-12:44）
公明 山口代表 憲法改正は党内で時間かけ議論
ＮＨＫ8月6日 15時24分
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公明党の山口代表は広島市で記者会見し、憲法改正について、「各党で合意形成を図り、国会の憲法審査会で落ち着いて議論すべきだ」としたうえで、党内でも時間をかけて議論を進める考えを強調しました。
この中で、山口代表は憲法改正について、「政党や政治家によって考え方に開きがあり、各党で合意形成を図り、国会の憲法審査会で落ち着いて議論を進めるべきだ」と述べました。
そのうえで、「公明党も世代交代が進み、法律家出身の議員ばかりではないので、逐条的に一つ一つ基礎からきちんと議論を進めていく」と述べました。
一方、山口氏は、核兵器のない世界の実現について、「アメリカのオバマ大統領の広島訪問はゴールではなく出発点であり、核のない世界を追求するうえで今後、具体的にどう進めるかが重要だ。核を持つ国と持たない国の主張の隔たりが大きくなっており、対立を見過ごさず、核保有国を巻き込んで前進を図るべきだ」と述べました。
公明代表「首相は改憲推進できない」 
日経新聞2016/8/6 18:20
　公明党の山口那津男代表は６日、広島市内で記者会見し、安倍晋三首相がめざす憲法改正を巡り「政府の首相としては憲法順守義務や尊重擁護義務があり、（改憲を）推進する立場には立てない」との認識を示した。そのうえで「国会の憲法審査会を通じて議論を深めることは全ての政党に課せられた役割だ」と述べ、野党にも議論に応じるよう促した。
　公明党は必要な項目を現行憲法に加える「加憲」を主張している。山口氏は「どの項目をどう加えるべきかの議論は進んでいない。逐条的に基礎から議論を進めたい」として、党の憲法調査会での議論を検討する考えを示した。
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産経新聞2016.8.6 13:01更新 
山口那津男公明党代表　憲法改正は「基礎からきちんと議論する」
　公明党の山口那津男代表は６日、広島市で記者会見し、憲法改正を巡る党内議論について「逐条的に一つ一つ、基礎からきちんと議論する」と述べ、丁寧に進めていく考えを示した。理由について「この数年、国政選挙が重なり、党内で国会議員の世代交代が相当進んだ」と説明した。
　公明党は、憲法の平和主義など三原則を保ちつつ新たな理念を加える「加憲」を提唱している。山口氏は「どの項目、どういうテーマを加えるべきかについて、議論が進んでいない」と指摘した。
フォームの終わり
違憲立法審査権は議論対象　改憲巡り民進岡田代表

共同通信2016/8/6 20:32

　民進党の岡田克也代表は6日、憲法改正を巡り、81条の最高裁による違憲立法審査権を充実させる観点で議論する余地があるとの認識を示した。「より司法の役割を重視することは一つの議論としてある」と広島市で記者団に述べた。衆参両院憲法審査会の議論加速を目指す安倍政権のペースで進まないようにくぎを刺す狙いがある。

　岡田氏が党代表として具体的な改憲項目に言及するのは初めて。秋の臨時国会から審査会が再始動するのをにらみ、81条の議論に絡め、違憲と批判する安全保障関連法の是非に関して審査会を「政権追及の舞台」（代表周辺）とする思惑だ。

岡田・民進代表「違憲立法審査権は議論の余地」　改憲巡り 
日経新聞2016/8/6 18:46
　民進党の岡田克也代表は６日、憲法改正を巡り、81条の最高裁による違憲立法審査権を充実する観点で議論する余地があるとの認識を示した。「より司法の役割を重視することは一つの議論としてある」と広島市で記者団に述べた。民進党などが違憲と批判している安全保障関連法などが念頭にあるとみられる。
　同時に「今の最高裁は判例で、（審査の範囲を）非常に消極的に理解している」と強調。「憲法改正か、あるいは法律で対応する問題なのかも議論になり得る」と指摘した。
　違憲立法審査権を巡っては、司法が「高度の政治性を有するものが違憲かどうかは一見、極めて明白に違憲無効と判断されない限り、司法審査になじまない」との「統治行為論」を用いて判断を回避するケースが多い。
　岡田氏は、蓮舫代表代行が代表選に立候補表明した記者会見で、衆参両院の憲法審査会での議論に積極参加すべきだと表明したことに関し「当然だ。しっかり（審査会を）開いて、議論を深めることは良いことだ」と述べた。〔共同〕
「憲法審査会への積極的参加は当然」　民進・岡田代表
朝日新聞デジタル2016年8月6日16時58分
■岡田克也・民進党代表
　憲法審査会は国会の審査会なので、積極的に参加するのは当然のことだ。ただ、安倍晋三首相の立憲主義に関する考え方を明らかにしていかないと、そもそも憲法とは一体何なのかという理解がかけ離れていて、生産的なまともな議論がおこなわれるとは思えない。立憲主義は、基本的に権力者を縛るために憲法はある。そのことが理解されていないと、憲法解釈を勝手にかえるとか、あるいは最高裁が憲法違反の判決を下しても、平然とそれを無視するとか、あるいは憲法改正のときに、基本的人権、これに対して国の都合で制限できるような条文が出てきたりとか、さまざまな問題がでてくる。
　憲法解釈について、一つの歯止めになっていた内閣法制局が機能しなくなっている以上、違憲立法審査権について、より司法の役割を重視するということは一つの議論として私はあるんだろう（と思う）。憲法は違憲立法審査権を明確に認めている。しかし、今までの司法の判断は積極的には使わない。一定の範囲でしか判断しない統治行為論という議論もある。はたしてそれが適切なのか、幅広く議論してみる価値はある。（広島市内で記者団に）
しんぶん赤旗2016年8月7日(日)

先駆的な憲法を現実に　テレ朝系番組　井上氏“改憲の理由はない”

　日本共産党の井上哲士参院幹事長は６日未明放送のテレビ朝日系番組「朝まで生テレビ」で、改憲問題をテーマに与野党議員らと議論し、「改憲しなければ国民の願いに応えられないような問題はない。今やるべきは、徹底した恒久平和主義と３０の人権条項など先駆的な内容を持つ憲法を現実にしていくことだ」と主張しました。

　自民党の片山さつき参院議員は、大震災を口実に緊急事態条項について「（自民党改憲）草案で最も注力した」と強調しました。井上氏は、震災対策について現行法での対策強化こそ必要だと強調。国への権限集中は逆行だとして緊急事態条項に反対している東北弁護士会連合会の声明を示し、同条項が基本的人権の制約につながることを指摘しました。

　「教育無償化」をテコに改憲を迫るおおさか維新の会の足立康史政調副会長に対しては、改憲ではなく法改正で可能だと指摘し、教育無償化は「野党で一致して実現しましょう」と応じました。

　井上氏は、自民党改憲草案での第９条２項削除、「国防軍」創設に対し、「軍になれば、自衛隊の海外派兵や集団的自衛権行使が全部、歯止めなくできるようになる」と批判。自民党幹部が「本音は９条（改憲）だが、本音は言わずスタートしたい」と公言していると紹介し、「国民は改憲の本丸が９条だと見抜いているから、反対世論が広がっているんです」と指摘しました。

首相、核兵器保有を否定　稲田防衛相の発言に関し

共同通信2016/8/6 13:11

　安倍晋三首相は6日の広島市での記者会見で、将来的に核兵器保有の可能性を検討すべきだとした稲田朋美防衛相の過去の発言などに関し「わが国が核兵器を保有することはあり得ず、保有を検討することはあり得ない」と述べた。憲法改正問題を巡っては自民党改憲草案にこだわらず野党側との合意を目指す考えを重ねて示した。

　稲田氏に対し首相は「内閣の一員として核兵器のない世界の実現へ全力で取り組んでほしい」と強調した。稲田氏は閣僚就任後「現時点で核保有を検討すべきではない」としている。

稲田防衛相の核巡る発言、首相「政府方針と矛盾しない」
朝日新聞デジタル2016年8月6日11時39分
　安倍晋三首相は６日、広島市内で記者会見し、稲田朋美防衛相が将来の日本の核兵器保有を否定しない発言をしていることについて、「我が国は核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない。稲田防衛大臣の発言はこのような政府の方針と矛盾するものではない」と述べた。
　稲田氏は過去に核保有を「国家戦略として検討するべきだ」と述べていた。３日の防衛相就任会見で見解を問われ、「将来的にどういった状況になるかということもあろうかと思うが、現時点で核保有を検討すべきではない」と述べ、将来の核保有を否定しない発言をしていた。
安倍首相 　「核兵器保有ありえない」…稲田氏発言巡り
毎日新聞2016年8月6日　11時34分（最終更新　8月6日　13時48分）
　安倍晋三首相は６日、「我が国が核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない」と述べた。広島市内で記者会見した。 
　稲田朋美防衛相は３日の記者会見で将来的な核保有を「憲法上、必要最小限度にどのような兵器が含まれるかに限定はない」と明確に否定しなかった。首相はこれに関し、「政府方針と矛盾しない。（稲田氏は）安倍内閣の一員として核兵器なき世界の実現に全力で取り組んでもらいたい」と語った。 
　首相はまた、憲法改正について「（衆参の）憲法審査会という静かな環境で真剣に議論し、国民的な議論につなげていきたい」と述べた。自民党の憲法改正草案に関しては「そのまま国民投票に付されるとは全く考えていない」と述べ、各党と柔軟に協議する考えを強調した。【松井豊】 
首相「核兵器の保有も検討もありえない」
ＮＨＫ8月6日 15時12分
安倍総理大臣は広島市での平和記念式典に出席したあと記者会見し、稲田防衛大臣が先に、現時点で核保有を検討すべきではないなどと述べたことに関連し、「わが国が核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない」と述べました。
稲田防衛大臣は今月３日の初閣議のあとの記者会見で、核保有について、「将来的にどういった状況になるかということもあると思うが、現時点において核保有を検討すべきではないと思っている」などと述べました。
これに関連し、安倍総理大臣は、「わが国が核兵器を保有することはありえず、保有を検討することもありえない。稲田大臣の発言はこのような政府の方針と矛盾するものではない」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「唯一の戦争被爆国として、わが国は非核三原則を国是として堅持している。核兵器のない世界に向け、強い決意で努力を積み重ねていく。それこそが今を生きる私たちの責任だ」と述べました。
また、安倍総理大臣は憲法改正について、「これから国会の憲法審査会で議論していくので、まずは憲法審査会という静かな環境において、所属政党にかかわらず、それぞれの考え方を示し、真剣に議論をして国民的な議論につなげていくべきだ」と述べました。
これに先立って、安倍総理大臣は被爆者団体の代表と面会し、被爆者の高齢化が進んでいることを踏まえ、原爆症の認定審査の迅速化に努める考えを示しました。
「子育て・健康・働き方改革」“一体的に推進を”
ＮＨＫ8月8日 6時22分
政府の経済財政諮問会議の民間議員は、今後議論する重点課題を提言案としてまとめ、子育て支援や長時間労働の抑制、それに同一労働同一賃金の実現など、「子育て・健康・働き方改革」に関する施策を一体的に推進するよう求めています。
政府の経済財政諮問会議の民間議員は、第３次安倍第２次改造内閣の発足を受けて、今後議論する重点課題を盛り込んだ提言案をまとめました。
それによりますと、少子高齢化が進むなかで経済成長を実現するには、子育て支援や長時間労働の抑制、それに同一労働同一賃金の実現など、政府が掲げる「子育て・健康・働き方改革」に関する施策を一体的に推進することが重要だとして、年内に具体案作りを始めるよう求めています。
また、安倍内閣は、引き続き経済の再生を最優先で、機動的な経済財政運営を進める必要があるとして、ＡＩ＝人工知能などを駆使した第４次産業革命などを通じたＧＤＰ＝国内総生産６００兆円の実現や、財政健全化の推進などに集中的に取り組むべきだと明記しています。
政府は８日の経済財政諮問会議で、この提言案を基に今後の議論の進め方について意見を交わすことにしています。
社会保障給付費１１２兆円余で過去最高更新
ＮＨＫ8月7日 4時47分
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平成２６年度に年金や医療、介護などに支払われた社会保障給付費は、高齢化の進展などで、前の年度よりおよそ１兆４０００億円増えて、１１２兆円余りとなり、過去最高を更新しました。
国立社会保障・人口問題研究所のまとめによりますと、平成２６年度の社会保障給付費は１１２兆１０２０億円で、前の年度より１兆３９７０億円、率にして１．３％増え、過去最高を更新しました。国民１人当たりでは８８万２１００円となり、前の年度より１万２５００円、率にして１．４％増えました。
分野別では、最も多い「年金」が５４兆３４２９億円で前の年度より減少したものの、「医療」が３６兆３３５７億円、介護などの「福祉その他」が２１兆４２３４億円と、いずれも前の年度より増加しました。
一方、財源の内訳を見ますと、社会保険料が４７．７％、国や自治体の公費負担が３２．８％、年金積立金の運用などによる資産収入が１５．９％などとなっています。
社会保障給付費は、毎年度、過去最高を更新しており、国立社会保障・人口問題研究所は「給付水準の抑制で年金分野の給付費は減ったものの、高齢化に伴う医療費や介護費の拡大で、給付費全体では伸び続けている」と分析しています。
産経新聞2016.8.7 09:00更新 
【加藤達也の虎穴に入らずんば】竹島視察めぐり、韓国が稲田朋美氏らの入国を拒んだ本当の理由とは…

栄誉礼で壇上に上がる稲田朋美防衛相＝４日午後、東京都新宿区の防衛省（古厩正樹撮影） 
　安倍晋三首相が防衛相に稲田朋美氏を起用した。これに対し韓国側からは案の定、警戒や反発が飛び出した。稲田氏に「女安倍」とレッテルを貼り、その主張を「極右勢力と同じ」とまで言い切るあたり、今回の改造人事に韓国は不安感いっぱいなのだ。なかでも中央日報は「日韓間の防衛協力問題で摩擦が起きかねない」と好き嫌いの範疇（はんちゅう）を超えて安全保障問題にまでしようとしている。
　日本と米国それに韓国の３カ国では、核実験や相次ぐ弾道ミサイル発射で威嚇を強める北朝鮮をめぐり共同対処機能強化の重要性が増している。この局面で韓国側が稲田防衛相の誕生をこれほど強く牽制（けんせい）する背景には、次のような論法があるのだろう。
　《慰安婦問題での少女像即時撤去要求や靖国神社参拝など韓国が気に入らない言動をとる→韓国の「対日感情」が悪化→メディアや野党が対日姿勢を硬化→朴槿恵政権が対日安保協力の深化に慎重姿勢を取らざるを得なくなる→だから稲田氏はおとなしくしていろ》
　稲田氏の言動に韓国側が腹を立てて日韓の対北連携に支障が出れば、安倍政権の責任である－という意識の表れだ。安保協力を人質に取り稲田氏の心の問題である靖国神社参拝や慰安婦問題に関する発言を縛る恫喝（どうかつ）である。
　　　　　　　　　　　　　　　　×　　×　　×
　韓国で稲田氏が“有名”になったのは、平成２３年８月１日に金浦空港で入国を拒否されて以来だ。筆者は当時ソウル特派員としてこのできごとを取材したので記憶している。
　稲田氏は竹島（島根県隠岐の島町）を自国領だと主張する韓国側の根拠を知るため自民党の新藤義孝衆院議員、佐藤正久参院議員らと竹島に近い鬱陵（ウルルン）島視察を計画。ところが韓国側は入管法第１１条を盾に取って入国を拒否する。条文は「国益・公共の安全が侵害される恐れがある」者の入国を拒否できるという条項だ。
　また韓国外務省は３議員に外交上好ましくない人物を意味する「ペルソナ・ノン・グラータ（ＰＮＧ）」を公式通告した。入管法１１条とＰＮＧの通告－日本ならばスパイやテロリストに適用する処分である。稲田氏らはいわば「テロリスト」と同等だった。
　国交がある隣国の国会議員に対する法務・外交当局の非礼に加え、空港施設内外では迷彩の軍服を着た退役軍人らの団体が新藤氏らの顔写真を貼り付けた空の棺を施設内に持ち込み、またある者は顔写真に火を放つ－。先進国の国際空港の姿ではない。官民合同で無法ぶりを演じたのである。
　いずれにしても稲田氏の入閣で、韓国側はかつて自国政府が「テロリスト」並みの理由でキックアウトした人物と国防安保について協議しなければならなくなったのは因果である。
　　　　　　　　　　　　　　　　×　　×　　×
　ところで、韓国側はなぜあんなにまでして稲田氏らの入国を阻んだのだろうか。３議員の視察は中止されたが、実は筆者は当時、視察に同行するために事前に手配していた高速フェリーに１人、３時間も揺られて鬱陵島へ渡り「独島（ドクト）博物館」を取材している。ただ展示品の数々は竹島の写真や領有の立証には役立たない古地図や絵画のたぐいで、「１次史料」と呼べるような文献は何一つなかった。
　つまり証拠がないことを日本の国会議員に見られ、韓国側の竹島領有の主張の底の浅さを見透かされたくなかったのだろう。
　博物館の敷地内には巨大な天然石に「対馬は元わが国の地」と彫まれた碑がある。韓国は竹島を奪っただけでなく、さらに対馬まで自国領だと主張しているのかと、開いた口がふさがらなかった。だがひょっとすると韓国は妄想に基づく石碑を日本の国会議員に直接、見られることが恥ずかしかったのかもしれない。
自衛隊の新任務 今月にも訓練開始で調整
ＮＨＫ8月8日 6時24分
防衛省は、安全保障関連法で可能になった新たな任務の訓練を今月中にも始める方向で調整しており、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加する自衛隊の部隊が武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」などを想定した訓練が検討されています。
集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法が３月に施行されたことを受けて、防衛省は、部隊が行動できる地理的範囲や武器の使用方法を任務ごとに定めた「部隊行動基準」の策定などを進めています。
そして、防衛省は、必要な準備が整ってきたとして、安全保障関連法で可能になった新たな任務のための訓練を今月中にも始める方向で調整しています。具体的には、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加する自衛隊の部隊が、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」や、他国の部隊とともに武器を使って宿営地を守る任務を想定した訓練が検討されています。
こうした訓練は、アフリカの南スーダンでＰＫＯ活動に当たるため、ことし秋に交代で派遣される部隊などが行う予定ですが、防衛省は、この部隊に新たな任務を付与するかどうかは訓練の状況などを踏まえて慎重に判断する方針です。
駆け付け警護、１１月にも付与＝南スーダンＰＫＯへ訓練－政府
　政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月に派遣する陸上自衛隊の部隊に、安全保障関連法で新たに可能になった「駆け付け警護」と、宿営地の共同警備の任務を付与する方向で最終調整に入った。付与を前提に、両任務の訓練を開始すると８月中に発表する。複数の政府関係者が７日明らかにした。
　安保法制整備の一環で成立した改正ＰＫＯ協力法では、ＰＫＯ活動に従事する自衛隊員が離れた場所で襲撃された他国軍兵士や国連職員、ＮＧＯ職員らの救出に向かう駆け付け警護や、武器を使って他国軍と共同で宿営地を守る宿営地共同警備が可能になった。　
　政府は１１月に予定する派遣部隊の交代に合わせ、これらの任務を追加するための調整を本格化させている。今月下旬には、稲田朋美防衛相が駆け付け警護と宿営地共同警備に必要な訓練の開始を発表、陸上自衛隊部隊の訓練に着手する。
　防衛省は昨年９月の安保関連法成立後、新たな任務の下での武器使用範囲などを規定した部隊行動基準を含む規則の見直しを進め、今月までにほぼ作業を終えた。だが、派遣部隊への新任務付与は７月の参院選で争点化を避けるため見送り、訓練も行ってこなかった。
　南スーダンでは７月に銃撃戦が発生、その後も治安悪化への懸念が解消されていない。一部の野党は駆け付け警護に伴う武器使用が憲法の禁じる武力行使につながりかねないと主張しており、９月に召集される臨時国会でも焦点になりそうだ。（時事通信2016/08/07-15:50）
月内にも新任務訓練開始　安保法、11月付与も視野

共同通信2016/8/7 17:25

　政府は、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など自衛隊の新任務実施に向け、月内にも訓練を開始する方針を固めた。陸上自衛隊が参加する南スーダンの国連平和維持活動（PKO）で11月に派遣予定の11次隊への新任務付与を視野に入れる。近く訓練開始について正式発表する見通しだ。政府関係者が7日、明らかにした。

　新任務を実際に付与するかどうかは、現地の情勢や新任務に対する部隊の習熟度合いなどを見極めて最終判断する。自衛隊では、11次隊として陸自第5普通科連隊（青森市）を派遣することが既に内定している。

駆け付け警護 　１１月から　安保法新任務、南スーダン派遣
毎日新聞2016年8月7日　20時31分（最終更新　8月8日　02時18分）
　政府は、１１月に南スーダンに派遣する国連平和維持活動（ＰＫＯ）の陸上自衛隊の交代部隊に、安全保障関連法で実施が可能になった新任務の「駆け付け警護」と、他国軍と共同で拠点を守る「宿営地の共同防護」を付与する方針を固めた。部隊に近く派遣準備命令を出し、訓練を開始する。 
　３月に施行された安保関連法を自衛隊の活動に反映させるのは初めてとなる。 
　政府は従来、海外での武器使用は自衛隊員や管理下に入った人を守る場合に限って認めていた。駆け付け警護では、ＰＫＯ活動を行う自衛隊員が、離れた場所で襲撃を受けた他国軍や非政府組織（ＮＧＯ）職員の救援に向かうことが可能となる。 
　政府は安保関連法に関する議論が再燃するのを避けるため、７月の参院選までは新任務の付与と訓練実施を見送っていた。一方で、自衛隊は新任務を反映させた部隊の運用構想や指揮官の判断基準、武器使用のルールなどの作成は進めており、準備が整えば訓練を始める。５〜６月にモンゴルで行われた国際訓練には、１１月に南スーダンに派遣される予定の交代部隊が参加し、新任務に近い内容の訓練を視察していた。 
　南スーダンの首都ジュバでは政府軍と反政府勢力が衝突し、治安が悪化。ＰＫＯで派遣されている陸自の施設部隊約３５０人は活動を一時中断していた。【町田徳丈、村尾哲】
産経新聞2016.8.8 05:00更新 
南スーダンＰＫＯ、１１月派遣部隊に新任務付与　駆け付け警護など訓練着手へ　月内に防衛省が発表
　政府は、今年１１月から南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊の部隊に、駆け付け警護など今年３月に施行した安全保障関連法で可能となった新任務を付与する方針を固めた。月内にも防衛省が発表し、任務遂行に必要な訓練に着手する。自衛隊に安保関連法による任務が与えられるのは初めて。複数の政府関係者が７日、明らかにした。
　新たに付与される任務は、離れた場所で武装勢力に襲われた非政府組織（ＮＧＯ）職員などを救援する「駆け付け警護」と、治安悪化などによる緊急時に他国軍と協力して宿営地を守る「共同防衛」の２つ。
　南スーダンの首都ジュバは７月に入り、政府側と元反政府勢力の戦闘が再燃。駐南スーダン大使ら日本大使館員が陸自の宿営地に避難する事案や、日本人４人を乗せた国際協力機構（ＪＩＣＡ）の車両が走行中に銃弾を受ける事案などが発生している。
　政府関係者は「いざというときに現地の日本人や宿営地を守るため、自衛隊による新任務の必要性が高まっている」と指摘する。
　安保関連法では、ＰＫＯ派遣部隊が現地の監視・巡回を行う「安全確保業務」も可能となったが、政府内には「いきなりすべての新任務を与えるのはリスクが高い」（官邸筋）との慎重論もあることから、今回の付与は見送る。派遣する部隊の人数は現状の約３５０人体制を維持する方向だ。
　政府は、平成２４年から南スーダンＰＫＯに参加。陸自の施設部隊を半年交代で派遣し、幹線道路の整備や避難民への支援活動にあたっている。駆け付け警護などが可能となる安保関連法施行後も「隊員の安全のため慎重の上にも慎重を期す」（中谷元（げん）前防衛相）との方針から、表立った訓練を見送ってきた。
しんぶん赤旗2016年8月8日(月)

南スーダンＰＫＯに新任務「駆け付け警護」　憲法違反の武力行使　「殺し殺される」危険

　安倍政権は有権者をだまし討ちするようにして安保法制＝戦争法の具体化に着手しました。これにより、歴代政権が自衛隊の海外派兵においても課してきた憲法上の制約が緩み、憲法が禁じる海外での武力行使に踏み切る危険が本格化してきました。

　南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）への陸上自衛隊派遣部隊に付与する新任務として、政府が当面検討しているのは、ＰＫＯ要員やＮＧＯ（非政府組織）関係者が襲撃された際に救援に向かう「駆け付け警護」と、宿営地が襲撃された際に他国軍とともに対処する「宿営地共同防護」です｡

　日本共産党の笠井亮衆院議員が国会で暴露した防衛省内部文書によれば、自衛隊員の犠牲者に加え、武装集団の「狙撃・射殺」まで想定しています。

　さらに、笠井氏が暴露した自衛隊内部文書によれば、２０１３年末に南スーダンで大統領派と前副大統領派との武力衝突が発生した際、ＰＫＯ司令部が日本を含む各国部隊に「火網の連携」による宿営地の警備施設強化命令を下しました。しかし、自衛隊は「わが国の従来の憲法解釈において違憲とされる武力行使にあたる」として実施を拒否しています。

　南スーダンでは７月にも両派の武力衝突が発生し、自衛隊宿営地にも着弾しました。今後も内戦状態が続く可能性は高く、自衛隊はみずから「違憲」とみなした活動に踏み切る危険があります。

　国連安保理は南スーダンＰＫＯについて、政府軍・反政府軍双方の攻撃から「住民保護」を行うため、いっそうの重武装化を検討しています。国連ＰＫＯが攻撃的な性格を強める中、自衛隊が任務を拡大すれば、１人の戦死者も出さず、１人の外国人も殺してこなかった戦後史に重大な汚点を残す危険があります。戦争法の発動は許されません。(竹下岳)

産経新聞2016.8.8 01:00更新 
【政治デスクノート】安倍政権は最大のピンチに直面している　民進・岡田克也代表の“退場”は「最大の痛手」　自民から惜しむ声続々…

参院選の公示前、東京・有楽町でそろって街頭演説した民進党の岡田克也代表（中央）、社民党の吉田忠智党首（左隣）、共産党の志位和夫委員長（右隣）＝６月１９日午前（納冨康撮影） 
　参院選、東京都知事選と続いた「選挙の季節」を経て、２人の政治家が表舞台から退く決意をした。一人は自民党の谷垣禎一前幹事長、もう一人は民進党の岡田克也代表だ。
　谷垣氏は趣味のサイクリング中に転倒して頸髄を損傷するという不慮の事故で、幹事長続投を自ら辞退した。この無念の“退場”に、自民党内からは惜しむ声が相次いだ。「人格的にも実力的にも素晴らしい幹事長」（稲田朋美防衛相）「いかなる困難においても、そのリーダーシップで党を一糸乱れずまとめてくださった」（安倍晋三首相）…などなど。
　一方、７月３０日に突如、９月の党代表選に出馬しない考えを表明した岡田氏。党内には「非常に残念だ」（芝博一参院議員）という声も当然あるにはあるが、多くの民進党議員はきっぱりと前を見据え、「ポスト岡田」をめぐる多数派工作が日に日に激しさを増している。
　そんな中、岡田ロスを悲しむ声が鳴り止まないのが自民党だ。ある党幹部は、都知事選投開票日（７月３１日）の前日という、何とも言えないタイミングで辞意を表明した岡田氏に「驚いた」と絶句。別の中堅議員も岡田氏降板という想定外の事態に「一番の痛手だ…」と唇をかんだ。
　多少、演技がかったコメントであることは割り引くとしても、自民党議員が岡田氏の辞任を「惜しんでいる」ことは間違いない。
　あるベテラン議員はかつて、「自民党最強のサポーターは岡田氏。彼が民進党の代表でいるかぎり、自民党は安泰だ」と皮肉混じりに述べていた。ちょっと失礼な言い方に聞こえるが、こういう考えに沿ってみれば、自民党議員が岡田氏の降板を残念がるのもうなづける。
　実際、岡田氏が野党第一党の党首だったことで、自民党は随分助かっている。まずは安倍首相との「党首力」の違い。
　時事通信の今年１月の世論調査によると、「次期首相にふさわしい政治家は」との設問でトップになったのは、自民党の小泉進次郎農林部会長で２０・６％。２位には「次期」という質問にもかかわらず、現職の安倍首相が１９・４％でつけた。岡田氏は支持率わずか３・０％で４位。「政権交代可能な政治を実現する」と主張してきた岡田氏だが、世間は岡田氏を「政権を担うにふさわしい政治家」とみていない。
　ただし、これは他の民進党議員の誰が代表になっても、あまり大差ない結果になると思われる。民進党という政党自体が、現時点では「政権を担うにふさわしい政党」とみなされていないからだ。そこは岡田氏だけの責任ではない。
　では、なぜ岡田氏が「自民党最強のサポーター」と揶揄されるのか。それは、はっきりした理由がある。岡田氏が「民共共闘路線」の最大の推進者と目されてきたからだ。
　岡田氏ら党執行部が共産党との共闘を優先させるあまり、憲法改正阻止、消費税増税先送りなど、党内にも異論のある政策的スタンスに傾いた面は否めない。まさに、「主体性を失った形で野党共闘の枠組みに引きずられるばかり」（長島昭久元防衛副大臣）だったといえる。
　ただ、こうした政策判断もさることながら、「野党共闘」の効果を盲信した結果、岡田氏がとった政治的行動が、多くの有権者の眉をひそめさせたという点こそ留意されるべきだろう。
　「自衛隊は違憲」という綱領を掲げる共産党と同じ街宣車に乗る、呼び捨てで「安倍倒せ！」と叫ぶデモグループの輪に飛び込み支持を訴える…。こうした岡田氏の行動が、本来の民進党支持者、あるいは穏健な自民党不支持者の離反を招いたのではないか。
　この点、民進党の馬淵澄夫国土交通相がブログで興味深い検証を試みている。それによると、今回の参院選比例代表における民進党の絶対得票率（得票数を有権者数で割った率）は１１・１％。平成２６年の衆院選が９・４％、２５年の参院選が６・８％だから着実に伸びている－と思いきや、馬淵氏は「それは違う。甘い！」と指摘し、次のように分析する。
　「今回民進党は維新の東軍と合流した。従って本来ならその分が支持層として乗ってこなければならない。今回のおおさか維新は４・８％。２６年衆は維新は東軍もいた時であり８・１％。すなわち東軍の比例票８・１－４・８＝３・３％を併せて比例得票がなければならない。つまり、本来なら（民進党の２８年参の絶対得票率は）２６年衆９・４％＋３・３％＝１２・７％にならなければならない」
　しかし、結果は１１・１％。馬淵氏はその原因を、ずばり「共産党との野党連携による、改革保守勢力の忌避であろう」と喝破する。
　「ポスト岡田」を選ぶ民進党の代表選は、民共共闘路線の是非が争点になる。馬淵氏が指摘する「改革保守勢力の忌避」が本当に起きたのかどうかも議論になるだろう。いずれにしても、岡田体制で進められてきた野党共闘路線の修正が図られることは間違いない。
自衛隊「駆け付け警護」など　月内にも新任務訓練

東京新聞2016年8月8日 朝刊

 　政府は、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など自衛隊の新任務実施に向け、月内にも訓練を開始する方針を固めた。陸上自衛隊が参加する南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で十一月に派遣予定の十一次隊への新任務付与を視野に入れる。近く訓練開始について正式発表する見通しだ。政府関係者が七日、明らかにした。自衛隊は、十一次隊として陸自第五普通科連隊（青森市）を派遣する方針。

　安保法では、武装集団に襲われた国連職員らを自衛隊が武器を使って救出する「駆け付け警護」や、他国軍との宿営地の共同防衛が可能となった。だが、安倍政権は今年七月の参院選への悪影響を懸念し、新任務の付与やそれに先立つ訓練を先送りし、武器使用の手順を細かく定めた新たな「部隊行動基準」の作成など、規則類の整備や部隊への周知にとどめてきた。

９条守る「絶対に、私の信念」　蓮舫氏 民進代表選へ

東京新聞2016年8月6日 朝刊

 　民進党の蓮舫代表代行（４８）は五日、党本部で記者会見し、岡田克也代表の後任を選ぶ九月の代表選に立候補する意向を表明した。憲法について「九条は絶対に守る。これは私の信念だ」と強調。旧維新の党との政策合意に「時代の変化に対応した条文の改正を目指す」とあることに触れ、必要に応じて党内で改憲論議を進める考えを示した。秋の臨時国会で憲法審査会の議論が始まれば、積極的に参加する方針も示した。　

　蓮舫氏はタレント出身で知名度が高く、七月の参院選東京選挙区で約百十二万票を得てトップ当選。所属する野田佳彦前首相のグループを中心に支持する動きがあり、代表選の有力候補となる。

　蓮舫氏は会見で、次期衆院選での他野党との協力については「基本的枠組みは維持しつつ、検討を必要とする」と、参院選で一定の成果を上げた野党共闘路線を基本的に引き継ぐ考えを示した。「綱領や政策が違うところと政権を目指すことはあり得ない」と、共産党との連立政権は否定した。

　政策面では「（民進党は）批判ばかりだと思われているが、提案型の政党に変えたい」と強調。「（女性の進出を阻む）ガラスの天井を壊したい」と、女性初の首相就任にも意欲を示した。

　代表選は九月二日に告示、十五日の臨時党大会で投開票される。共産党の影響が強い野党共闘に否定的な長島昭久元防衛副大臣（５４）も立候補に意欲を示している。　（我那覇圭）
蓮舫氏、野党４党の連携　「岡田路線」踏襲

東京新聞2016年8月6日 朝刊
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　民進党代表選への立候補を表明した蓮舫氏は、共産党を含めた野党四党の共闘について、岡田克也代表の路線を基本的に踏襲する考えを示した。ただ共産党との連携に反発する保守系議員を意識し、共闘の具体的な進め方は明確にしなかった。

　「綱領や政策が違うところとは一緒に政権を目指さない」。蓮舫氏は五日の記者会見で、共産党を念頭にこう語った。岡田氏も共産党との連立政権は否定しており、新しい方針ではない。あえて会見で強調してみせたのは、共産党との協力に不満を募らせる長島昭久元防衛副大臣や前原誠司元外相ら党内保守系議員の警戒感を解こうとしたからだ。

　だが、蓮舫氏は、野党共闘のあり方については「検討を必要とする」と述べるにとどめ、小選挙区での候補者調整など具体的な方針は示さなかった。

　参院選では、民進や共産など野党四党と市民団体が政策協定を結び、事実上の共通政策にした。保守系議員は衆院選に向け「われわれが政策を高く掲げ、協力する野党とは共闘する」（前原氏）と民進党主導を主張している。

　蓮舫氏は会見で、衆院選で共通政策を掲げるかについても「国民とともに歩む政党。どういうやり方があるか検討する」と踏み込まなかった。

　若手に擁立論のある玉木雄一郎衆院議員は五日、記者団に「慎重な言い回しで、幅広い方から支援が得られるような言い方にしていた」と指摘。長島氏は「主体性を失った野党共闘は転換すべきだが、会見だけでは分からなかった」と述べた。保守系議員が蓮舫氏と路線が異なると判断すれば、対立候補を擁立する可能性がある。　（金杉貴雄、我那覇圭）

岡田代表、蓮舫氏を支援する意向　民進党代表選に向け
朝日新聞デジタル2016年8月8日05時03分
　民進党の岡田克也代表は７日、９月の党代表選について、「誰を応援するかは言わなくても明確。今の執行部の考え方をしっかりと受け継いでいく方だ」と述べ、野党共闘路線を継承する考えを示した蓮舫代表代行を支援する意向を示した。岡田執行部を支えてきた議員の多くが蓮舫氏を支援する見通しだ。
　岡田氏は三重県川越町の地元事務所での会見で語った。蓮舫氏は野党の役割として、政権を批判するだけではなく「対案路線」を強調している。岡田氏はこの点についても、「安倍晋三首相から『対案がない』とレッテル貼りをされたが、実際は対案は全てある。そういう雰囲気を変えるために、人が代わった方が良い」と理解を示した。
民進 岡田氏 代表選で蓮舫氏支持にじませる
ＮＨＫ8月6日 15時00分
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民進党の岡田代表は広島市で記者団に対し、蓮舫代表代行が代表選挙への立候補を表明したことについて、共産党などとの野党連携に対する考え方にあまり違いがないという認識を示し、蓮舫氏を支持する考えをにじませました。
この中で岡田代表は、蓮舫代表代行が来月行われる代表選挙への立候補を表明したことについて、「蓮舫氏も執行部の一員だったので、私が築いてきた枠組みの中で、蓮舫氏らしさを出していこうということだと思う」と述べました。
そのうえで岡田氏は、共産党などとの野党連携について、「『綱領や基本政策が一致しない中で政権を共にすることはありえないが、野党の連携は必要で、基本的枠組みは維持されるべきだ』と申し上げてきており、蓮舫氏が言っていることと違いはあまりない」と述べ、蓮舫氏を支持する考えをにじませました。
また、岡田氏は憲法改正について、「国会の憲法審査会に積極的に参加するのは当然で、議論を深めるのはいいことだ。ただ、政権の中には改正しやすいところをまずやって、次は９条に進もうという考え方があるように思うので、気をつけながら議論していく」と述べました。
そして、岡田氏は、「今まで憲法解釈の歯止めになっていた内閣法制局が機能しなくなっており、違憲立法審査権について、より司法の役割を重視することは議論としてある」と指摘しました。
「オバマ訪問の意義 生かし切れていない」
一方、岡田代表は平和記念式典での安倍総理大臣のあいさつについて、記者団に対し、「安倍総理大臣の演説は通りいっぺんで、非常に残念だ。『努力します』というだけで、オバマ大統領が広島を訪れた意義を生かし切れていない。ことしは、非核三原則に言及したが、当然のことで、大きな意味があるとは思わない。オバマ大統領の進める『核なき世界』に向かって、日本がしっかり協力し、一緒になって取り組んでいくというサインを安倍総理大臣は送るべきだ」と述べました。
カギ握る旧維新系・中間派＝焦点は対抗馬－民進代表選
　民進党代表選（９月２日告示、１５日投開票）は、本命視される蓮舫代表代行（４８）が出馬を表明し、焦点は対抗馬が誰になるかに移った。現執行部の野党共闘路線に批判的な保守系や、世代交代を目指す若手議員グループが擁立を目指しているが、支持は広がりを欠く。党内最大勢力で態度未定の旧維新の党出身の議員グループや中間派グループの動向がカギを握っており、多数派工作は告示ぎりぎりまで続きそうだ。
　代表選に出馬せず９月末に退任する岡田克也代表は７日、三重県川越町で記者会見し、「今の執行部の考え方を受け継いでやっていこうという方を応援する」と野党共闘の継続に期待を示した。
　保守系で出馬を模索しているのは、旧民主党時代に代表経験のある前原誠司元外相（５４）と安全保障の論客として知られる長島昭久元防衛副大臣（５４）。玉木雄一郎国対副委員長（４７）は若手グループが推す。リベラル派の長妻昭代表代行（５６）も意欲を見せる。
　代表選出馬には国会議員２０人以上の推薦人が必要。前原氏のグループは約２０人だが、蓮舫氏支持に回った議員もいる。長島氏のグループは５人程度で、ともに推薦人確保のめどは立っていない。
　江田憲司代表代行ら２３人を擁する旧維新系は１６日にも会合を開き、代表選の対応を協議する。「身を切る改革」など維新の党時代から掲げた主張を盛り込んだ政策集を公表し、各候補に提示する方針だ。蓮舫氏や、出馬に意欲を見せる４氏と個別に会談した江田氏は周辺に「７～８割は一致しないと推せない」と語っている。
　中間派とされる大畠章宏元経済産業相のグループも２０人弱と一定の勢力を持つ。リーダー格の大島敦政調会長代理は４日に玉木氏と会談。「対抗馬を立て、活発な論戦を展開すべきだ」との立場では一致したが、「グループとしては若手は推しにくい」と伝えた。
　大畠グループは、内部に保守系とリベラル派のほか生活の党の小沢一郎代表に近い議員も抱えている。執行部一新では一致しており、何らかのポスト提示が支持する条件になるとの指摘もある。
　これに対し、野田佳彦前首相グループ（約１０人）は所属する蓮舫氏支持で固まり、執行部を支えてきた旧社会党系（約２０人）、旧民社党系（１０人強）両グループは蓮舫氏でまとまるとの見方が強い。保守系の細野豪志元環境相のグループ（１０人強）も最終的に蓮舫氏支援に回るとみられている。　（時事通信2016/08/07-16:19）
前原氏、野党共闘を容認　政策論じる条件付きで

共同通信2016/8/7 21:23

　民進党代表選への出馬に意欲を見せる前原誠司元外相が8日発売の月刊誌「世界」で、政党の枠組みより政策論議を重視することを条件に、共産党を含めた野党共闘を容認していることが分かった。関係者が7日、明らかにした。柔軟な姿勢を打ち出すことで党内の支持拡大を図る狙いがあるとみられる。

　既に立候補を表明している蓮舫代表代行も共闘路線を継承する考えを示しており、代表選では野党共闘の是非が主要争点から外れる可能性が出てきた。
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民進党の前原誠司氏
　前原氏は昨年11月、共産党について「シロアリみたいなもので、協力したら民主党の土台が崩れる」と発言。野党共闘見直しの立場で臨むとみられていた。

民進、衆院補選で２氏を公認　共産は野党共闘に前向き
朝日新聞デジタル2016年8月6日00時27分
　民進党は５日、臨時常任幹事会を開き、１０月１１日告示、同２３日投開票の衆院東京１０区、同福岡６区の両補選で、鈴木庸介氏（新・４０）と新井富美子氏（新・４９）の公認を決めた。共産党などは引き続き野党共闘に前向きで、候補統一に向けた協議を呼びかける意向だ。新代表で臨む初の国政選挙で、手腕が問われそうだ。
　常任幹事会では、改憲勢力による「３分の２」確保を許した７月の参院選について「結果は敗北だが、次に向けた踏み台は確保できた」と総括をまとめた。
　全３２の１人区で、４野党の統一候補がうち１１選挙区で勝利した点を「野党連携は一定の成果」と評価。一方、共産との連携について「保守層の離反を懸念する見方もある」とした。共闘を後押しした市民団体の動きを「一つの財産となる新しい形であり、今後も後戻りすることはない」とした。
小池都知事、対抗馬擁立か＝福岡は保守分裂も－衆院２補選
　３日の内閣改造・自民党役員人事を受け、安倍政権の今後を占うとみられているのが、１０月の衆院東京１０区、福岡６区の２補欠選挙だ。東京では小池百合子東京都知事が対抗馬をぶつけてくるとの観測も広がり、福岡は保守分裂の可能性が取り沙汰される。選挙結果次第では、安倍晋三首相の「１強」を脅かし、党総裁任期延長論もしぼみかねない。
　東京１０区補選は同区選出の小池氏の都知事選出馬、福岡６区補選は鳩山邦夫元総務相の死去に伴うもので、改造後初の国政選挙。ともに１０月２３日に行われる見通し。
　東京１０区は、２００５年の郵政選挙で、小池氏が選挙区を移して「刺客」として出馬して以来、地盤とする。都知事選でも地元の区議らが小池氏の応援に回り、強い影響力を持つ。自民党本部は「撃ち方やめ」（二階俊博幹事長）の号令を出し、小池氏への敵対姿勢を転換。補選での連携も視野に入れる。
　ただ、石原伸晃経済再生担当相ら幹部が総退陣した都連は混乱しており、候補者探しに入れる状況にない。しこりも残っており、すんなり小池氏と仲直りというわけにもいかないようだ。
　注目の的は小池氏の動向。都連との緊張関係が続けば、小池氏が都知事選で「抵抗勢力」に見立てた都連に、対抗馬を擁立するとの見方もある。
　都知事選で小池氏を全面支援した若狭勝衆院議員（比例東京）は補選出馬の可能性について「選択肢の中に入っている」と含みを残す。小池氏は、自身や若狭氏に対する党の対応も見極めながら出方を探るとみられる。
　◇二階氏初仕事
　「父の遺志を引き継ぎ、命懸けで仕事をしたい」。邦夫氏の次男で福岡県大川市長の鳩山二郎氏は７月３１日の記者会見でこう語り、福岡６区補選への出馬を表明した。
　もっとも、自民党福岡県連は、岸田派の林芳正元農林水産相の秘書、蔵内謙氏の公認を党本部に申請済み。候補が一本化できなければ保守分裂選挙は避けられない情勢だ。
　蔵内氏を支援する岸田派名誉会長の古賀誠元幹事長にとって６区は中選挙区時代の地盤。邦夫氏が東京から福岡へ転出する際に骨を折ったが、その後、離党し復党した邦夫氏にはわだかまりがあったという。麻生太郎副総理兼財務相も蔵内氏を支援する立場だ。これに対し、二郎氏側に立つのは、二階派の武田良太元防衛副大臣（衆院福岡１１区）。幹事長に就任した二階氏の影響力で巻き返しも視野に入れているとされる。
　ただ、党内では「県連の推薦は無視できない」（関係者）として、候補差し替えは困難との見方が強い。古賀氏とも近い二階氏がどう裁くかが注目される。
　一方、民進党も８月５日、２補選への候補擁立を決定。９月の代表選で選ばれる新代表の初陣となり、反転攻勢の試金石となりそうだ。（時事通信2016/08/06-18:20）
「ポスト安倍」から不快感　「総裁任期延長」二階氏が言及

東京新聞2016年8月7日 朝刊

 　自民党の二階俊博幹事長は就任早々、総裁任期の延長に言及した。念頭に置くのは「連続二期六年まで」との党則の改正。実現すれば、安倍晋三首相が三選を目指して出馬することが可能になる。「ポスト安倍」をうかがう議員からは時期尚早との声も出ている。　（篠ケ瀬祐司、大野暢子）

　首相の自民党総裁としての任期は二〇一八年九月に満了する。昨年に再選されたので、党則通りならば、あと二年ほどで総裁任期が切れる。首相は三日の会見で、任期延長について「全く考えていない」と述べた。

　二階氏は同日の会見で総裁任期の延長について「議論する場をつくることが大事だ」と発言。その後のＢＳフジ番組で、首相が三期目を目指し出馬することが可能になる党則改正を念頭に置いていると明らかにした。二階氏は年内をめどに議論をまとめたい考えだ。

　仮に党則が改正され、首相が三選されれば、任期満了は二〇二一年九月。二〇年の東京五輪・パラリンピックを首相として迎えることができる上、意欲を示す任期中の改憲にも、時間的な余裕が生まれる。

　さらなる長期政権の可能性も出てくるだけに、首相の後継を狙う議員は、党則改正を巡る議論に警戒感を強めている。

　首相の入閣要請を断り、総裁選に向けた準備に入った石破茂前地方創生担当相は四日、記者団に「今党内で議論をすべきは経済がきちんと回るようにすることだ」と、任期延長に疑問を示した。

　閣内にとどまった岸田文雄外相も三日の記者会見で「先のことを話すのは気の早い話ではないか」と不快感を示した。

首相夫人が高江訪問　着陸帯反対の市民ら戸惑い　

琉新報42016年8月7日 05:04 
[image: image13.png]



座り込みについて話を聞く安倍首相夫人の昭恵さん（右）や同行する三宅洋平さん（左）＝６日午後６時５４分ごろ、米軍北部訓練場のＮ１裏テント内（なしだぜんきちさん提供）
　【ヘリパッド取材班】安倍晋三首相の妻・昭恵さんが６日、米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に反対する市民らが座り込むＮ１裏テントを訪れ、座り込み現場について説明を聞いた。突然の訪問に市民らは戸惑いを見せた。
　７月の参院選沖縄選挙区ではヘリパッド建設や米軍普天間飛行場の辺野古移設を容認する島尻安伊子氏の応援演説で来県していたことを踏まえ「何をしに来たのか」と批判する声や「首相へ現場のことを伝えてほしい」などの声もあり波紋が広がった。
　ミュージシャンで参院選へ２回立候補した三宅洋平さんによると、今回の訪問は、昭恵さんが高江のヘリパッド問題などを描いた映画「標的の村」を鑑賞したことをきっかけに「現場を見たい」と三宅さんへ相談したことがきっかけ。三宅さんは沖縄平和運動センターの山城博治議長へは相談したが、大半の市民らには昭恵さんの訪問を知らせていなかったことから戸惑いや疑問の声も上がった。
　昭恵さんは三宅さんと同行しながらテント内に入り、市民らから運動について話を聞いたが、自らの意見は言わなかったという。
　宮城千恵さん（５７）＝宜野湾市＝は昭恵さんに対し、オスプレイが深夜まで飛行することや米軍属女性殺人事件などに基地負担について訴えた。昭恵さんはうなずき、名刺を渡した。宮城さんは昭恵さんに関し「目を見て『ありがとうございます』と話してくれた。首相へ苦しみを伝えてほしい」と語った。
　沖縄平和運動センター大城悟事務局長は、昭恵さんが基地建設を強行している首相の夫人であることから「一国民とは違う。『見たいから来ました』というのは人として疑う。県民の反対する声を聞いて総理に沖縄の現状を伝えるなら良いが、そうはならないだろう」と否定的な見方を示した。
産経新聞2016.8.7 20:27更新 
安倍昭恵・首相夫人、沖縄のヘリパッド建設反対派を訪問　「愛と調和の世界にしていくため」とＦＢに書き込み
　安倍昭恵首相夫人は７日、沖縄県東村、国頭村にまたがる米軍北部訓練場内でのヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事の現場近くで座り込みの反対運動を続ける市民らを６日に訪ねたと自らのフェイスブック（ＦＢ）に書き込んだ。
　ＦＢで、訪問の理由について「対立、分離した世の中を愛と調和の世界にしていくための私なりの第一歩」と説明。安倍晋三首相に訪問することを事前には伝えなかったとも記した。
　政府は、北部訓練場の部分返還に向け、返還されない区域で返還条件のヘリパッド建設工事を進めている。ヘリパッドでは米輸送機オスプレイの運用が予定されるため、反対派が座り込みで抗議し、全国の警察から派遣された機動隊が反対派を強制排除するなど現地では緊張が高まっている。
　抗議活動のリーダー的な立場の山城博治さんは昭恵夫人の訪問に関し「愛と調和と言うのなら、機動隊による暴力行為をやめさせるよう首相に求めてほしい」と注文を付けた。
沖縄基地反対派を昭恵さんが訪問　ヘリパッド建設現場

東京新聞2016年8月8日 朝刊

 　安倍昭恵首相夫人は七日、沖縄県東村、国頭村にまたがる米軍北部訓練場内でのヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事の現場近くで座り込みの反対運動を続ける市民らを六日に訪ねたと自らのフェイスブック（ＦＢ）に書き込んだ。

　ＦＢで、訪問の理由について「対立、分離した世の中を愛と調和の世界にしていくための私なりの第一歩」と説明。訪問することを事前に安倍晋三首相には伝えなかったとも記した。

　抗議活動のリーダー的な立場の山城博治（ひろじ）さんは昭恵夫人の訪問に関し「愛と調和と言うのなら、機動隊による暴力行為をやめさせるよう首相に求めてほしい」と注文を付けた。

　政府は、北部訓練場の部分返還に向け、返還されない区域で返還条件のヘリパッド建設工事を進めている。ヘリパッドでは米輸送機オスプレイの運用が予定されるため、反対派が座り込みで抗議し、全国の警察から派遣された機動隊が反対派を強制排除するなど現地では緊張が高まっている。

しんぶん赤旗2016年8月8日(月)

見えてきた　高江ヘリパッド強行のねらい　やんばるの森を“侵略拠点”に

　全国から機動隊を動員して住民を暴力的に排除、法を無視しての違法な工事…。安倍政権はなぜ、そこまでして沖縄県東村高江の米軍ヘリパッド（着陸帯）建設に固執するのか。そこには、名護市辺野古の新基地建設と一体に、北部訓練場を陸海空一体の侵略拠点に変えようという米海兵隊の狙いと、米側の要求を最優先する安倍政権の姿勢があります。（竹下岳）

無法の工事開始なぜ…

　「今日の勝利を喜ぼう！」６日午前９時。農地の片隅にある通称「Ｎ１裏ゲート」前の建設監視テントで、県内外から集まった約５００人の人々は喜びを爆発させました。防衛省沖縄防衛局は同日早朝にもテントの強制撤去を狙っていましたが、これを団結の力ではね返したのです。

　７月２２日、安倍政権は数百人の機動隊を動員して高江地区を封鎖、事実上の戒厳令下において「Ｎ１ゲート」を突破。工事を開始しました。沖縄防衛局の計画では、このＮ１からＮ１裏まで約３キロの工事用道路を建設し、ダンプカーなどを通す計画です。これにより、「Ｎ１地区」のヘリパッドを建設するための車両の通行がスムーズになります。

　しかし、狙いはそれにとどまりません。米軍の要求がもっとも高い「Ｇ地区」のヘリパッド建設の資材搬入路の確保です。

米軍の要求が最優先

　現在、建設強行されているヘリパッドは、１９９６年のＳＡＣＯ（沖縄に関する日米特別行動委員会）合意に基づくもの。北部訓練場「過半」返還の条件として６カ所のヘリパッド建設が合意されました。

　２００７年に防衛省がまとめた環境影響評価書によれば、この６カ所はいずれも「米軍の要望」に基づいて選定されました。なかでも、「強い要望」があったのがＧ地区です。

　評価書は同地区について、「米軍から運用上、特に新規提供された水域における訓練も含め訓練及び兵士の救助を支援する目的」であると述べています。

　Ｇ地区は海に近く、その先にはＳＡＣＯ合意に基づいて提供された米軍の訓練水域（宇嘉川河口）があるため、上陸訓練が可能になります。海から陸への侵攻を主任務とする海兵隊にとって、水域と一体になった訓練場は決定的に重要です。

　沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんはこう指摘します。「これまで海兵隊は北部訓練場で陸空の訓練しかできなかったが、今後は陸海空一体の訓練が可能になる」

　加えて、名護市辺野古の米軍新基地には、海兵隊が上陸作戦に用いる強襲揚陸艦が接岸できる軍港や、ＬＣＡＣ（エアクッション型上陸艇）が上陸できる斜路があります。

　新基地に配備されるＭＶ２２オスプレイが高江のヘリパッドを使用し、海兵隊員が辺野古新基地と一体になって空と海から陸地に侵攻するための訓練を行う―。恐るべき狙いが浮かび上がります。

　政府がいう「沖縄の負担軽減」どころか、基地機能の大幅な強化です。

　しかも、環境影響評価書はＧ地区について、「他の地区に比べ比較的多くみられるヤンバル特有の種の保護と沿岸域における風衝影響に留意が必要」と記しています。保護すべき固有種が多数生息していると知りながら、米軍の要求最優先であることを、防衛省は公然と認めているのです。

	[image: image14.jpg]



（写真）ヘリパッド建設を阻止しようと集まった人々＝６日、沖縄県東村高江


強制撤去に根拠なし

　ただ、現在、県道からＧ地区への進入路は村道を使うしかありませんが、東村は工事で村道を使わせない方針です。沖縄防衛局は海側からヘリで資材を運ぶ計画も示していますが、作業効率は格段に落ちます。このため、「Ｎ１裏」を突破してのルート確保が極めて重要なのです。

　高江弁護団の小口幸人弁護士は「Ｎ１裏でのテントの強制撤去は法的に無理がある」と指摘します。

　防衛省は、テントや車両などの強制撤去の法的根拠として防衛省設置法第４条１９項をあげています。同条は防衛省の所掌事務に関するもので、１９項は駐留米軍への施設区域の提供を規定しています。

　小口弁護士は、「基地建設の妨害だから排除できる、というのはあまりに無理がある」と指摘。「反原発派が経済産業省の敷地に設置したテントの撤去も司法手続きをとった上で、最高裁判決が確定して、ようやく撤去できる。それが法治国家としての当たり前の姿だ」

　Ｎ１裏ゲートが設置されたのは２年前。１～２人で守ってきた時期が長く続きました。いまは連日、多くの人々がつめかけ、非暴力のたたかいを続けています。やんばるの森を守り、日本の平和と民主主義を守る砦（とりで）になりつつあります。
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高江ヘリパッド建設の経緯

　96･12　ＳＡＣＯ合意で６カ所のヘリパッド提供を合意

　07･7　　高江周辺で建設に着手

　15･2　　Ｎ４地区の２カ所を先行提供

　16･7　　残り４カ所の建設に着手
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しんぶん赤旗2016年8月8日(月)

泊まり込み監視行動　高江　ヘリパッド許さない
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（写真）集会でスクラムを組み、「がんばろう」を熱唱する参加者ら（前列右端は赤嶺衆院議員）同右から３人目は社民党の福島瑞穂参院議員）＝７日夕、沖縄県東村高江


赤嶺議員が激励

　沖縄県東村高江の米軍ヘリパッド（着陸帯）建設をストップさせるため、沖縄防衛局・機動隊による座り込みの強制排除が８日未明にも強行される恐れのある通称「Ｎ１裏」テントを守り抜こうと７日夕、県内外から駆けつけた多くの人が泊まり込みの監視行動に入りました。

　午後６時からのテント内での集会には朝から断続的に激しい雨が降りしきる中、約３００人が参加。３日連続で激励に駆け付けた日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は、機動隊による県民の弾圧に対し、警察庁を国会に呼んで「非暴力の住民にこんな暴力的な振る舞いは許されない。憲法で保障された表現の自由を踏みにじる警察の過剰なやり方は許されない」と警告したことを紹介し、「高江はいま戒厳令下と一緒であります。法治主義、立憲主義を回復するたたかい。ともに頑張ろう」と訴えました。

　沖縄県統一連の中村司代表幹事は「辺野古と併せて、日本を根本から救えるのはこのたたかいなんだという思いで頑張っていこう」と強調。「ヘリパッドいらない住民の会」の儀保昇さんは「前回の強制排除は、国家、機動隊の暴力がさらに恐ろしい形で無防備の私たちに襲いかかってきた。みなさんの知恵と力を合わせ、立ち向かおう」と力を込めました。

しんぶん赤旗2016年8月7日(日)

沖縄・高江　ヘリパッド建設強行現場　監視テント守った　前日夜から泊まり込み…市民ら５００人集結　強制撤去させず

　沖縄県東村高江の米軍北部訓練場ヘリパッド（着陸帯）建設で、沖縄防衛局が通称「Ｎ１裏」テントを強制撤去するのではないかとみられていた６日、「ヘリパッドいらない住民の会」などの呼び掛けにこたえて前日夜から泊まり込んで監視を続けた人、未明に駆けつけた人など、テント前には約５００人が集まり、抗議の声を上げました。
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（写真）「Ｎ１裏」テントを守り、ヘリパッド建設を止めようと声をあげる県民ら＝６日、沖縄県東村




　防衛局職員が“偵察”をしていましたが､機動隊の出動は無く､強制撤去は行われませんでした｡県民らは｢みんなの力で止めたぞ｣とこぶしを突き上げ､｢高江の森を守ろう｣と気勢を上げました｡

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員や福島瑞穂（社民党）、山本太郎（生活の党）両参院議員をはじめ、県議、市町村議らも多数、参加しました。

　朝６時からの集会で、小口幸人弁護士が改めてテントの撤去に法的根拠がないことを指摘しました。

　赤嶺議員は「政府の横暴な、憲法も法律も踏みにじったやり方には絶対に負けない」と述べ、福島議員は「オスプレイパッドの建設は基地機能強化でしかない」と強調しました。

　「辺野古土砂搬出反対全国連絡協議会」の阿部悦子共同代表も駆けつけ連帯あいさつしました。

　２年前のテント設置から泊まり込みをしながら座り込みを続けてきた男性（６８）は「大勢の人が昨日から集まってくれて心強く、たたかう意欲が湧いた」と話しました。

　午前０時からテントに詰めていた豊見城（とみぐすく）市の女性（３４）は「自分にできることは何かと考えて来ました。基地を返すからと言って、新しくヘリパッドを造るなんて意味がわからない」と話しました。

「振興・基地リンク」は知事選への布石　政府、沖縄の保守系議員らの意向受け転換

沖縄タイムス2016年8月7日 16:30

　安倍政権が、基地政策の進捗（しんちょく）と沖縄振興とを関連づける「リンク論」にかじを切った。背後に見えるのは、名護市辺野古への新基地建設を認めない県へのいら立ちだ。同時に、２年後の知事選を見据え、翁長県政と県内経済界の「分断」を図ることで翁長雄志知事の求心力の低下を狙いたい「政局」に連動した思惑も見え隠れする。（政経部・大野亨恭、銘苅一哲）



沖縄県の翁長知事

　沖縄振興に携わる政府関係者の一人は、リンク論への転換には、沖縄の保守系議員や保守系首長の意向も働いたと明かす。

　政権はこれまでもリンク論に踏み込むタイミングをうかがっていた。だが、選挙を控え、有権者からの反発を恐れる自民県連が「最大の抵抗勢力」（関係者）で、二の足を踏んできたという。県議選を終え、当面選挙がない今が「最良のタイミング」との判断が働いた、と解説する。

　別の関係者によると、知事と政治的に対立する県内の保守系首長も以前からリンク論への転換は「やむなし」との考えを持っていたという。「予算減はわれわれにも痛みを伴うが、翁長県政を支持するということは、こういうことだと分かってもらうしかない」。ある首長は周囲にこう漏らした。

　保守系の議員、首長らの批判の先は「国からの財政移転は沖縄にだけ突出して配分されていない」との翁長知事の主張に向いている。

　２０１３年度の決算ベースで地方交付税と国庫支出金等の県民１人当たりの額で比較すると、沖縄は全国で６位、地方交付税だけで見ると１７位で、知事の主張は正しい。だが、ある首長は「知事の主張は予算獲得に奔走している国の役人に失礼だ」と批判する。

　予算を“人質”にした沖縄への攻撃は、自民党本部にも広がる気配を見せる。党関係者は「有力議員が中心となり、沖縄振興調査会などの場で一括交付金にメスを入れるべきだとの声が出そうだ」と語る。

　一方、リンク論の広がりを最小限にとどめたい県は、１０日の国庫要請を控えた７日午後に県関係の自民党国会議員でつくる「かけはしの会」との面談を急きょ設定した。

　だが、情報を受けた県連の県議団は猛烈に反発した。県連幹部は「なぜ自民県連をつぶそうとする知事をわざわざ県連事務所に招かないといけないのか」とかけはしに抗議。かけはしは「会談に踏み切れば、県連内部の分裂につながりかねない」として７日の日程を見送った。

　県連幹部の１人は「わざわざ知事と連携する必要はない。自民が知事と仲が良い、とアピールするメリットもない」と強硬的な姿勢を堅持する。

　ただ、国会議員の１人は真逆の考えを示す。「知事と会わないというのは、子どもじみた対応だ。政治的な権力争いと振興こそ、リンクさせるべきではない」と指摘し、付け加えた。「知事をいじめても自民の支持率が上がる訳ではない」

　予算に加え、高江のヘリパッド建設や辺野古の陸上部工事の再開など、県への圧力を強める政府の姿勢を県幹部は知事が裁判などで訴える主張に触れ、こう批判した。「民意を無視する上に権限をかざして沖縄を攻める。自国の政府にここまで虐げられる地域は、まさに沖縄だけだ」

辺野古問題　早期結審を要求　政権「本音」あらわ

東京新聞2016年8月6日 朝刊

	 米軍普天間飛行場の沖縄県名護市辺野古への移設を巡る訴訟の第１回口頭弁論を前に、移設反対派の集会であいさつする沖縄県の翁長雄志知事（中央）＝５日午後、福岡高裁那覇支部前で
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　沖縄県の基地問題は、参院選が終わった途端、政府の強硬姿勢に拍車が掛かってきた。五日に始まった普天間飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）沖の新基地建設計画を巡る裁判では「主張は尽くされた」と早期結審を要求。ほかにも沖縄振興予算の減額を示唆したり、反対運動を排除して米軍施設工事に踏み切ったりするなど、しばらくは動きを控えてきた建設計画を進めたい本音を隠さなくなってきた。　（生島章弘）

　菅義偉（すがよしひで）官房長官は五日の記者会見で、翁長雄志（おながたけし）県知事を相手取った裁判について「迅速な審理に（双方が）全面協力することになっている。当然、結論が出たら従う方向になっていくだろう」と早期に終わらせたい意向を示した。

　政府と県は三月、乱立していた新基地建設計画にかかわる訴訟をすべて取り下げ、新たな訴訟で争うと同時に判決確定まで「円満解決に向けた協議を行う」ことで和解した。政府には、裁判で国と県が争う状況を一時休止させ、七月に控えていた参院選で基地問題に注目が集まることを避ける狙いもあった。結果は、沖縄選挙区で沖縄担当相だった島尻安伊子氏が落選。与党は衆院を含めて県内六議席を全て失った。

　参院選で新基地反対の民意があらためて鮮明になったにもかかわらず、政府は投開票から約二週間後の七月二十二日、話し合いの継続を求める翁長氏を提訴。さらに、地元住民らの反対運動で止まっていた県北部の米軍施設建設を同日再開した。新基地建設も海上埋め立ての作業は中断しているものの、陸上部は近く着工する方針。今月四日には菅氏が振興予算減額の検討も表明した。

　安倍晋三首相は基地問題を抱える沖縄に対し「県民に寄り添う」と配慮の姿勢を見せてきた。だが、参院選が終わり、政府高官は「沖縄問題は建前が多すぎた。今後は本音でいく」と明言した。
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首相、核兵器禁止条約に言及なし　被爆者代表と面会

共同通信2016/8/6 13:03
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被爆者7団体の代表と面会する安倍首相（奥左）＝6日午前、広島市　安倍晋三首相は6日午前、広島市での平和記念式典後、被爆者7団体の代表から要望を聞くため市内で面会した。各代表は、被爆国として核兵器禁止条約の早期実現に向けた行動などを求めたが、安倍首相は「世界の指導者や若者に被爆の実相に触れてもらうことなどで、核兵器のない世界の実現へ取り組みを進める」と述べるにとどめた。

　首相はその後の記者会見で、核兵器廃絶について「核拡散防止条約（NPT）再検討会議では核兵器国と非核兵器国の隔たりを印象づけ、核廃絶に向けた取り組みに水を差した。双方に協力を求め、米国などには包括的核実験禁止条約などの締結を働き掛けてきた」と強調した。

米の核先制不使用に反対しないで　被爆者団体ら安倍首相に書簡

共同通信2016/8/6 20:42

　紛争において最初に核兵器を使うことはしないと米国が約束することに反対しないでください―。「原爆の日」の6日、オバマ米政権が核兵器の「先制不使用」政策を採用するのを妨げないよう安倍晋三首相に求める1文だけの連名の書簡を、被爆者団体や世界各国の核軍縮専門家らが被爆地広島から送付した。

　広島県原爆被害者団体協議会の坪井直理事長ら広島、長崎両被爆地の団体代表や、元米ホワイトハウス高官のモートン・ハルペリン、フランク・フォン・ヒッペル両氏ら核軍縮を巡る世界の第一人者ら115のメンバーが名を連ねた。（共同）

原爆症認定 　審査を迅速化、首相方針…被爆者団体と会談
毎日新聞2016年8月6日　12時48分（最終更新　8月6日　12時58分）
　安倍晋三首相は６日、平和記念式典後の記者会見で、原則６カ月としている原爆症認定の審査を一層迅速化する方針を明らかにした。「高齢化が進む被爆者の状況も踏まえ、さらに迅速な審査に努め、一日も早く認定できるよう努めていく考えだ」と述べた。 
　記者会見に先立ち、被爆者７団体の代表者と安倍首相が出席する「被爆者代表から要望を聞く会」が広島市内であった。７団体側は政府に対し、核兵器禁止条約の制定に向けた行動や、原爆症認定を含む被爆者援護施策の充実などを求めた。 
　広島県原爆被害者団体協議会（被団協）の佐久間邦彦理事長は「核保有国の立場に同調するのではなく、非核保有国として禁止条約の早期実現に向け行動してほしい」と訴えた。【山下貴史】 
産経新聞2016.8.6 11:57更新 
安倍首相「安保法は戦争未然に防ぐためのものだ」　被爆者団体に理解求める

　被爆者７団体の代表と面会する安倍首相（奥左）＝６日午前、広島市 
　安倍晋三首相は６日午前、被爆者７団体の代表との面会で、昨年９月に成立した安全保障関連法について「不戦の誓いを守り抜き、戦争を未然に防ぐためのものだ。国民の命と平和な暮らしを守り抜くために重要、不可欠だ」と理解を求めた。広島被爆者団体連絡会議の吉岡幸雄事務局長から安保法の撤回を求める発言があったのに対し答えた。
　同時に「戦後一貫して平和国家として歩んできた。この歩みが変わることは今後も決してない」と強調。「安保法によって日本が危険にさらされた時は、日米同盟が完全に機能する。先の参院選でも私から説明してきた」と述べた。
「核兵器禁止条約へ行動を」 被爆者団体が首相に要望
ＮＨＫ8月6日 13時28分
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広島市で行われた平和記念式典のあと、被爆者団体の代表らは安倍総理大臣と面会し、核兵器の保有や使用を禁止する「核兵器禁止条約」について、反対する核保有国に同調するのではなく、被爆国として早期の締結に向けて行動するよう要望しました。
広島県被団協＝広島県原爆被害者団体協議会など、広島県内７つの被爆者団体の代表らは平和記念式典のあと、広島市内のホテルで安倍総理大臣と面会しました。
この中で被爆者団体側は、核保有国が入らずに国連の作業部会で議論が行われている「核兵器禁止条約」について、条約に反対する核保有国の立場に同調するのではなく、被爆国として早期の締結に向けて行動するよう要望しました。
これに対し、安倍総理大臣は、「核保有国と非核保有国の双方に協力を求め、世界の指導者や若者に悲惨な実態に触れてもらうことで被爆の実相を世界に伝え、核兵器のない世界の実現に向けた取り組みをさらに進めたい」と応じました。
面会のあと、広島県被団協の坪井直理事長は、「安倍総理大臣は『過ちは繰り返さない』とか、『二度と被爆者は作らない』と言っていたが、はっきりと『核兵器をゼロにする』と言ってほしかった」と話していました。
また、もう一つの県被団協の佐久間邦彦理事長は、「核廃絶に向けては、これまでの発言と比べて変化がなかった印象だ。被爆国の立場で『核兵器禁止条約』の締結を核保有国に働きかけてほしい」と話していました。
米の市民団体が原爆投下を謝罪する文書
ＮＨＫ8月7日 4時41分
広島に原爆が投下された８月６日に合わせてアメリカの首都ワシントンでは、核兵器の廃絶を訴える市民団体が追悼式を開き、広島から招かれた被爆者で作る団体の関係者に原爆の投下を謝罪する文書を手渡しました。
この追悼式は、現地時間６日、核兵器の廃絶を訴えるアメリカの市民団体が開いたもので、ワシントンのホワイトハウスの前にはおよそ３０人が集まりました。
式ではまず原爆の投下で犠牲になった人に黙とうをささげたあと、広島から招かれた、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会で全国理事を務める箕牧智之さん（７４）が原爆が投下された当時の様子を証言しました。このあと、集まった人たちが全員で「核兵器の研究、製造、そして、保有は人類に対する罪だ。広島と長崎への原爆の投下について謝罪します」と記した文書を読み上げました。そして、団体の代表が、箕牧さんにこの文書を手渡したうえで、今回の謝罪の趣旨に賛同した人の署名が５５５人に上ると説明しました。
箕牧さんは「今回、初めて謝罪の文書をいただき、画期的なことだ。オバマ大統領は核兵器の廃絶に向けてもっと目に見えるような活動をしてほしい」と話していました。
核兵器廃絶など決議採択　広島、原水禁・原水協閉幕 
日経新聞2016/8/7 1:06
　原水爆禁止日本国民会議（原水禁）系と、原水爆禁止日本協議会（原水協）系の原水爆禁止世界大会広島大会が６日、核兵器廃絶や脱原発を主張する決議を採択し、それぞれ３日間の日程を終えた。２大会は長崎に会場を移し、原水禁系は７日から、原水協系は８日から、いずれも９日まで大会が開かれる。
　原水禁系の大会では、大量のプルトニウム保有や原発再稼働といった日本政府の原子力政策を批判する決議を採択。核兵器廃絶に関する決議とほぼ同じ紙幅を割いた。川野浩一議長はオバマ米大統領の広島訪問に触れ「米国の世論の変化を意味する。各国首脳の訪問を促したい」と訴えた。
　原水協系の大会では、日本政府に対し、非核三原則の厳守・法制化と、米国の「核の傘」から離脱して核兵器禁止条約の締結の先頭に立つことを求めようと呼び掛ける決議を採択した。〔共同〕
非核の願い　見えぬ道筋　オバマ氏訪問後初の８月６日

東京新聞2016年8月7日 朝刊

　安倍晋三首相は六日、原爆投下から七十一年となった広島で、オバマ米大統領と五月に誓い合った「核兵器のない世界」の実現に向けて、努力を積み重ねる決意を改めて表明した。オバマ氏は核政策の見直しに着手した。一方、被爆者から核廃絶への取り組みを迫られ、広島市の松井一実市長から「さらなる行動」を促された首相は、具体的な道筋を語ることはなかった。　（古田哲也）

　首相は式典で、昨年は触れなかった「非核三原則の堅持」に言及したが、核廃絶については「唯一の戦争被爆国として、核拡散防止条約（ＮＰＴ）体制の維持および強化の重要性を訴える」と述べるにとどめた。

　式典後、首相と広島市で面会した被爆者団体代表らは、核兵器の実験や使用を全面禁止する核兵器禁止条約の早期制定を保有国に呼び掛けるように訴えた。

　首相は「保有国と非保有国の双方に協力を求め、被爆の実相を世界に伝えることで核兵器のない世界の実現に向けた取り組みを進める」と、従来の政府方針を説明した。

　首相は面会後の記者会見で「米国などに包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の締結を働き掛けてきた」と実績を強調した。だが、日本政府は米国の「核の傘」に依存しているため、全面禁止には慎重な立場だ。

　首相との面会後、広島県原爆被害者団体協議会の佐久間邦彦理事長（７１）は「被爆国という自覚がない。核廃絶を積極的に前に進めていくと受け取れなかった」と記者団に話した。広島被爆者団体連絡会議の吉岡幸雄事務局長（８７）は「被爆国なのだから、日本政府は発言してよい。なぜ、即刻核兵器をなくしてほしいと言えないのか」と指摘した。

　米国は核兵器の全面禁止を拒否している。しかし、オバマ政権はＣＴＢＴの早期批准を訴え、爆発を伴う核実験の禁止を呼び掛ける国連安全保障理事会決議案を九月にも提出する方針。ほかにも、核兵器を最初に使わない「先制不使用」の宣言なども検討中とされており、具体的な動きは米政権の方が目立つ。

被爆７１年 広島原爆の日　核廃絶「さらなる行動」

東京新聞2016年8月6日 夕刊

	 被爆から７１年の「原爆の日」を迎え、平和を願いハトが放たれた広島市の平和記念公園＝６日午前（中森麻未撮影）
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　広島は六日、原爆投下から七十一年の「原爆の日」を迎えた。広島市中区の平和記念公園で午前八時から「原爆死没者慰霊式・平和祈念式」（平和記念式典）が営まれた。松井一実市長は平和宣言で、核兵器の廃絶に向け「さらなる行動」を呼び掛けた。

　オバマ米大統領が現職として初めて広島を五月に訪問した後、最初の原爆の日となり、平和宣言は、オバマ氏の広島での演説から「核兵器のない世界を追求する勇気を持たなければならない」との一節を引用した。核兵器廃絶に向けた行動理念として「情熱」と「連帯」を提示し、各国の指導者に、信頼と対話による安全保障の仕組み作りと被爆地訪問を訴えた。

　また、オバマ氏に同行し「核兵器のない世界を必ず実現する」と表明した安倍晋三首相には「オバマ氏と共にリーダーシップを発揮することを期待する」と呼び掛けた。

　式典のあいさつで安倍首相は、昨年の広島の式典では触れなかった「非核三原則の堅持」に言及したが、核廃絶については「唯一の戦争被爆国として、核拡散防止条約（ＮＰＴ）の維持および強化の重要性を訴える」と述べるにとどめた。

　式典では、この一年間に亡くなったり、死亡が確認されたりした五千五百十一人の名前が書かれた原爆死没者名簿を原爆慰霊碑に納めた。これまでに記帳された被爆死没者の総数は計三十万三千百九十五人となった。

　九十一カ国と欧州連合（ＥＵ）の代表が参列。核兵器保有国は米英仏ロの代表が出席し、中国は欠席した。

　広島市によると、参列者は約五万人。遺族代表の二人が鳴らす「平和の鐘」が響き渡る中、原爆投下時刻の午前八時十五分に黙とうした。広島市内の小学生から選ばれた子ども代表の小学六年、青木優太さん（１２）と中奥垂穂（なかおくたりほ）さん（１１）が「平和への誓い」を宣言した。

　潘基文（バンキムン）国連事務総長が「核保有国は、ヒロシマの悲劇を繰り返さない特別な責務を負っている」とメッセージを送った。田上富久長崎市長らも出席した。

　日本原水爆被害者団体協議会（被団協）が結成六十年を迎える今年、被爆者健康手帳を持つ全国の被爆者は二〇一六年三月末時点で十七万四千八十人、平均年齢は八〇・八六歳となった。

新藤兼人監督の作品通じ平和語り合う催し
ＮＨＫ8月6日 19時14分
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「原爆の日」の６日、戦争をテーマにした作品を作り続けてきた広島県出身の映画監督、新藤兼人さんの作品を通じて、平和について語り合おうという催しが都内で開かれました。
この催しは、広島県出身で原爆や戦争をテーマにした映画を数多く残し、４年前に１００歳で亡くなった新藤兼人監督の思いを語り継ごうと、毎年８月６日に開かれています。
ことしは新藤さんの代表作の一つ、「原爆の子」に出演した女優の奈良岡朋子さんも参加し、当時を振り返るトークショーが開かれました。
「原爆の子」は、被爆した広島の子どもたちの苦しみを描いた昭和２７年の作品で、原爆投下から７年後の広島で撮影されました。
奈良岡さんは、「当時の広島は焼け野原そのもので、人もほとんどいなかった。泊まる場所もなく、焼け残った民家を借りたが、窓には紙を貼り、床柱にはガラスが刺さったままの状態だった」と、当時の様子を振り返りました。そして「戦争によってもたらされた悲惨な光景は今も忘れることはありません。今を生きる一人一人が改めて当時に思いをはせてほしい」と呼びかけました。
催しでは「原爆の子」も上映され、訪れた６０代の女性は「戦争を知らない世代なので、知らないことには反対もできないと思って見に来ました。戦争をしてはいけないと改めて言い続けていかなければいけないと感じました」と話していました。
この映画祭は東京・池袋の新文芸坐で７日も開かれます。
「韓国のヒロシマ」でも犠牲者に祈り
ＮＨＫ8月6日 17時38分
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「原爆の日」の６日、韓国では今も韓国人被爆者６００人以上が暮らす南部の町で追悼式典が開かれ、被爆者や遺族たちが犠牲者への祈りをささげました。
原爆が投下された広島や長崎では数万人の朝鮮半島出身者も被爆したとみられています。
韓国南部のハプチョン（陝川）は、当時、日本に徴用されるなどしていて広島などで被爆した６００人以上が暮らしていて、韓国で唯一の被爆者養護施設もあることから、「韓国のヒロシマ」とも呼ばれています。
６日は朝早くから、被爆者養護施設にある原爆の犠牲者を追悼するお堂に、被爆者や遺族などが次々と訪れ、位はいを前に手を合わせて、熱心に祈りをささげていました。
このあと開かれた追悼式典には関係者２００人以上が参加し、犠牲者に対して黙とうしたあと、花をささげました。
広島で被爆したというキム・ジョンヒョンさん（８５）は、「原爆はこの世から絶対になくならなければなりません」と話していました。
また６日は、同じハプチョンで、被爆者を親に持つ被爆２世のための養護施設が民間の援助によって開設されました。
「韓国原爆被害者協会」によりますと、韓国には少なくとも７０００人の被爆２世がいるとみられていますが、正確な調査は行われておらず、こうした人々への支援が課題となっているということです。
原爆の日 子どもたちが広島で平和訴える
ＮＨＫ8月6日 16時09分
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原爆の日の６日、広島市では全国から子どもたちが集まって、核兵器の廃絶などのメッセージを込めた音楽や朗読を披露して平和の大切さを訴えました。
この催しは原爆の日に合わせて子どもたちが平和のメッセージを発信する場を設けようと毎年、広島市が開いています。
会場の広島国際会議場には小学生から高校生までの全国１０の団体が参加し、核兵器の廃絶などのメッセージを込めた音楽や朗読を披露しました。
このうち、広島市の千田小学校の児童は、原爆の影響を受けた校庭の樹木から作られたパンフルートと呼ばれる笛の一種を演奏しました。
また、福島県から参加したいわき市の江名中学校の生徒は、東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射性物質への不安で苦しんだことなどを発表し、平和な世界を築くためには過去の経験を後世に伝えることが大事だと訴えました。
会場にはおよそ３５０人が集まり、子どもたちのメッセージに聞き入っていました。
広島市南区から訪れた女性は「とても感動しました。平和は大切な人を大事にすることなど、身近なところから始まるというメッセージが心に残りました」と話していました。
また、メッセージを披露した江名中学校の３年生の佐川智美さんは「この経験を一人でも多くの人に伝え、世界が平和になるように働きかけることが大事だと思いました」と話していました。
中学生が外国人に「平和のメッセージ」
広島市の平和公園では、市内の中学生たちが、訪れた外国人に自分たちで考えた「平和のメッセージ」を伝える取り組みを行いました。
これは、広島市教育委員会が若い世代の平和への思いを世界に発信しようと行ったもので、市内の中学３年生２０人が参加しました。
生徒たちはことし４月以降、被爆を体験した人たちから話を聞くなどして「平和」をテーマに作成した英語のメッセージを手に、平和公園を訪れた外国人に話しかけていきました。
このうち、一宮あづ美さん（１５）は「話し合いで相互理解を深め、お互いを尊重できる雰囲気を作ることが、身近な平和を生み出すことにつながる」と英語で呼びかけました。
また、マリンバの演奏が趣味だという上田龍聖さん（１４）は、「感謝の気持ちを持つことが平和につながると思う。将来、戦地の人にもマリンバの演奏を聴いてもらって、ありがとうの輪を世界中に広げていきたい」と英語で伝えていました。
メッセージを聞いた外国人たちは「美しく希望に満ちたメッセージでした」などと感想を紙に書いたり、中には感激のあまり生徒とハグしたりする人もいて、世代や国境を越えて平和への思いを共有していました。
オーストラリアから来た５４歳の男性とその妻は「子どもたちは政治家ではないが、政治家よりも、もっとずっと大切なことを言っていると思います」と話していました。
上田龍聖さんは「メッセージが伝わってうれしかったです。ほかの人にもメッセージを広げてもらうことで、平和の輪が広がればいいと思います」と話していました。
平和、五輪に刻んで　１００メートル出場・山県選手の父　被爆２世の浩一さん
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	 五輪に出る息子や、平和への思いを語る山県浩一さん＝広島市で
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　広島に原爆が投下されてから七十一年後の朝、南米大陸で初めての五輪が開幕した。広島出身の選手も五輪に多く参加する。陸上男子１００メートルの山県亮太選手（２４）は被爆三世だ。被爆二世の父・浩一さん（５６）は、平和記念式典と同じ時間に行われた開会式をテレビで見ながら「平和への感謝を持って走ってほしい」と、息子へ期待を込めた。

　広島に原爆が投下されてから六日で七十一年。まためぐってきたこの日を、広島市西区に住む浩一さんは例年とは少し違う気持ちで迎えた。原爆で祖父を亡くし、父（８２）も放射能を浴びた被爆二世だ。

　原爆が落ちた午前八時十五分、自宅でそっと黙とうした。テレビは原爆の日の平和記念式典と同じ時間に始まった五輪開会式の様子を映していた。「不思議な巡り合わせを感じます。いつの間にか（原爆の日に）感慨を覚えなくなっていましたが、やはり特別な日だとあらためて感じました」と話した。

　今年五月、オバマ大統領が現役の米国大統領として初めて広島を訪れた。「核兵器のない世界を目指す」との演説を山県さんは「二世の僕にとって、未来への夢を語った神々しいメッセージ」と受け止めた。

　亡くなった祖父の自宅はオバマ大統領が折り鶴を贈った原爆資料館のそばにあった。あの日、十一歳の父は疎開中で命は助かったが、数日後に市内へ入り、被爆した。その悲しみを想像し、「僕らのような青春時代はなかったでしょうね」と語る。

　広島から離れた息子が演説をどう考えるかは自由だ。しかし、「自分たちにも関係のある原爆のことを知っておいてほしい」と、全文を読むことを勧めた。

　歴史的な大統領の訪問から一カ月後に名古屋で開かれた日本選手権で、息子は二度目の五輪の切符をつかんだ。ライバルたちと９秒台を目指し、鍛錬を重ねられる日々は「戦争中はあり得なかった」と思う。

　戦後、多くの人々が苦しみを抱えながら懸命に生きてきた結果、今の日本がある。息子へ。「五輪は世の中が平和であることのご褒美。平和への感謝を持って走ってほしい」

　勧められた通り、オバマ大統領の演説全文を読んだ亮太選手。日本を出発する直前、五輪の開会式と、平和記念式典が重なることに「広島で十八年育ってきた身でもあるので、すごく意識するところもある」と話した上で、こう続けた。「選手として活躍することが、自分にできる精いっぱいのことだと思っている」　（リオデジャネイロ、福田真悟）

占守島遺骨、初の身元確認　遺族に９月引き渡し 
日経新聞2016/8/7 2:00
　日ソの部隊がそれぞれ少なくとも死者数百人を出した第２次大戦末期の激戦地、千島列島北東端シュムシュ島（占守島、現ロシア領）で昨年夏に収集された遺骨の１柱が北海道小樽市出身の井戸井重市さん（当時23）だとＤＮＡ鑑定で確認された。厚生労働省が５日、遺族に伝えた。占守島の日本兵遺骨はこれまで43柱が収集されたが、身元特定は初めて。
　ポツダム宣言受諾後、武装解除を進める中で戦いを強いられた戦没者の遺骨が戦後71年を経て初めて故郷に戻る。９月１日に北海道職員を通じて引き渡される。妹の湊百合子さん（81）は「あまりにうれしく、言葉にならない。兄自身も喜んでいるだろう」と話した。
　同島での戦闘に参加した元兵士や遺族らは、新たな身元確認につながればと期待している。
　井戸井さんは上智大（東京）在学中に出征を命じられた。両親は既に他界したが、出身地の小樽市など北海道では妹や弟が帰りを待っていた。
　遺骨はロシアの調査団が発見、昨年11月に日本側に引き渡した27柱のうちの１柱。「認識票」と呼ばれる兵士の身元を示す金属札と、「井戸井」名の印鑑と一緒に、塹壕（ざんごう）内で見つかったという。
　今年６月30日に厚労省で行われた戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定人会議で井戸井重市さんと特定された。印鑑などはロシア側が管理しており、日本政府が返還を求めているが、見通しは立っていない。
　日ソ中立条約を破棄し1945年８月に対日参戦したソ連軍は18日未明、当時日本領の占守島に上陸。日本軍守備隊と戦闘になった。23日に停戦協定が成立した。
　占守島の遺骨収集は、南方と比べ遅れている。冷戦の影響で遺骨収集がソ連末期の90年までできなかった上、島に一般住民がおらず遺骨の情報が乏しいことや、上陸が制限されていることなどが原因。〔共同〕
遺骨は上智大学徒兵　千島・占守島、初の身元確認
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　日ソの部隊がそれぞれ少なくとも死者数百人を出した第二次大戦末期の激戦地、千島列島北東端シュムシュ島（占守島、現ロシア領）で昨年夏に収集された遺骨の一柱が北海道小樽市出身の井戸井重市さん＝当時（２３）＝だとＤＮＡ鑑定で確認された。厚生労働省が五日、遺族に伝えた。占守島の日本兵遺骨はこれまで四十三柱が収集されたが、身元特定は初めて。

　ポツダム宣言受諾後、武装解除を進める中で戦いを強いられた戦没者の遺骨が戦後七十一年を経て初めて故郷に戻る。九月一日に北海道職員を通じて引き渡される。妹の湊百合子さん（８１）は「あまりにうれしく、言葉にならない。兄自身も喜んでいるだろう」と話した。

　同島での戦闘に参加した元兵士や遺族らは新たな身元確認につながればと期待している。

　井戸井さんは上智大（東京）在学中に出征を命じられた。両親は既に他界したが、出身地の小樽市など北海道では妹や弟が帰りを待っていた。

　遺骨はロシアの調査団が発見、昨年十一月に日本側に引き渡した二十七柱のうちの一柱。「認識票」と呼ばれる兵士の身元を示す金属札と、「井戸井」名の印鑑と一緒に、塹壕（ざんごう）内で見つかったという。

　今年六月三十日に厚労省で行われた戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定人会議で井戸井重市さんと特定された。

　印鑑などはロシア側が管理しており、日本政府が返還を求めているが、見通しは立っていない。

　日ソ中立条約を破棄し一九四五年八月に対日参戦したソ連軍は十八日未明、当時日本領の占守島に上陸。日本軍守備隊と戦闘になった。二十三日に停戦協定が成立した。

　占守島の遺骨収集は、南方と比べ遅れている。冷戦の影響で遺骨収集がソ連末期の九〇年までできなかった上、島に一般住民がおらず遺骨の情報が乏しいことや、上陸が制限されていることなどが原因。（共同）

テレビ欄「今を戦前にさせない」
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	 中国放送が６日朝刊に載せたプロ野球中継のテレビ欄
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　広島原爆の日から七十一年を迎えた六日、中国放送（広島市）は新聞朝刊のプロ野球中継のテレビ欄で、縦に読むと「今を戦前にさせない」となるメッセージを掲載した。

　広島県内で発売の地元紙や全国紙で、六日午後六時五十分からの広島－巨人戦の欄。本文最初の行を横に読むと「今思い出す野球に希望…」となるが、左端の頭文字を縦読みすると「今を戦前にさせない」との言葉が浮かび上がる。

　中国放送は二〇一四年に同様の方法で「カープ応援できる平和に感謝」、一五年には「８６（８月６日）を次世代に伝える」とのメッセージを読者に送っている。
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